
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
◆年次有給休暇の取得率は 10 年で急上昇 

厚生労働省から令和６年「就労条件総合調査」の結果

が公表されました。 

令和５年の１年間に企業が付与した年次有給休暇（繰

越日数を除く。）の取得率は 65.3％（同 62.1％）となり、

昭和 59 年以降最も高くなっています。10 年ほど前には

40％台後半でしたので、実に 20 パーセントポイントほ

ども急上昇していることになります。 

 

◆プレゼンティーイズム 

こうした流れの中で、職場の管理職の中には「最近の

若い者は休みばっかり取っている」と感じる向きがある

かもしれません。 

もしかすると、それは「プレゼンティーイズム」に陥

っているからかもしれません。プレゼンティーイズムと

は、単に職場に物理的に存在することを重視する傾向や、

長時間労働を美徳とする考え方を指します。実際の生産

性や成果よりも、職場にいることを偏重する誤った労働

観、という意味で使われる言葉です。 

プレゼンティーイズムに凝り固まるのは問題がありま

すが、一方で、その場にいないとコミュニケーションが

不足したり報連相がスムーズにいかなくなるのも事実で

しょう。新しい連絡ツールなどがいろいろと登場してい

るとはいえ、その場にいること、リアルな対面での情報

交換の重要性が消えてなくなることはないでしょう。 

何事もバランスの問題かもしれません。バランスの取

れた判断をするためには職場のリーダーや管理者の意識

が重要となります。「会社の売上が減っているのに休みば

っかり取って……」と不満を抱えて憂鬱になるより、売

上減の要因を探って対策を考えるほうが建設的でしょう。 

 

◆社内規程のアップデートも忘れずに 

時代に適合しない企業は生き残れません。リーダーの

考え方にアップデートの余地がないか、ちょっと立ち止

まって考えてみるのも有益かもしれません。もちろん、

就業規則などの社内規程のアップデートも忘れずにして

おきましょう。 

【厚生労働省「令和６年就労条件総合調査 結果の概況」】 

https://www.mhlw.go.jp/toukei/itiran/roudou/jikan/syurou/24

/index.html 

 

 
 労働安全衛生規則の改正により、令和７年１月１日

以降、労働者死傷病報告ほか一部手続きの電子申請が

義務化されました。 

 

◆電子申請が義務化された手続き 

・総括安全衛生管理者／安全管理者／衛生管理者／産

業医の選任報告 

・定期健康診断結果報告 

・心理的な負担の程度を把握するための検査結果等報

告 

・有害な業務に係る歯科健康診断結果報告 

・労働者死傷病報告 

・有機溶剤等健康診断結果報告 

・じん肺健康管理実施状況報告 

 

◆従来の様式の廃止 

令和７年１月１日以降は、従前の労働安全衛生規則

様式は使用できなくなりました。ただし、パソコン端

末を所持していない等の事情により電子申請が困難

な場合には、当分の間、書面による報告も可能です。

書面により報告する場合は、厚生労働省の webページ

から様式のダウンロードを行い、所轄の労働基準監督

署へ提出してください。 
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◆電子申請に便利な入力支援サービス 

「労働安全衛生法関係の届出・申請等帳票印刷に係

る入力支援サービス」を利用すると、届出する様式(帳

票)を作成・印刷したり、画面から入力した情報を e-

Gov を介して直接電子申請したりすることができます。

また、入力した情報は使用した端末に保存できるので、

作業の一時中断や、再申請などの場合に再利用が可能

となります。 

 既に多くの手続きが電子申請可能となっています

が、新たに義務となったものについては、今一度確認

しておきましょう。 

 
【厚生労働省「労働者死傷病報告の報告事項が改正され、

電子申請が義務化されます(令和７年１月１日施行)」】 

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/k

oyou_roudou/roudoukijun/denshishinsei_00002.html 

 

 
◆介護職員の賃上げ・定着が急務 

 令和６年の介護事業者の倒産件数は全国で 172件

と、介護保険制度発足以降最多となりました。介護

報酬改定による影響なども指摘され、政府は「国民

の安心・安全と持続的な成長に向けた総合経済対

策」（令和６年 11 月 22 日閣議決定）にて、人手不足

の解消や職員の定着を図るための包括的な取組みと

して、令和６年度補正予算に補助金の支給を盛り込

みました。 

 また、令和７年介護職員等処遇改善加算の申請に

おいて特例措置も講じられます。 

 

◆さらなる賃上げ等を支援するための補助金 

 補助金は、「介護職員等処遇改善加算」を取得して

いる事業所を対象に交付されます。 

交付の条件は、生産性向上や職場環境改善に向け

た具体的な取組みのための計画を策定し、都道府県

に提出することです。補助金の交付を受けた場合の

実績報告書の提出も必要となります。 

 

◆さらなる処遇改善加算の取得促進のための要件弾

力化 

 もう１つの特例措置は、さらなる処遇改善加算の

取得促進のための要件弾力化です。 

介護職員等処遇改善加算の取得要件のうち、キャ

リアアップ要件と職場環境等要件について弾力化が

なされます。 

さらに申請様式の簡素化として、要件を満たして

いるかをチェックリスト形式で確認する方法が導入

されます。 

 

◆２月の申請受付分から適用開始 

 第 243 回社会保障審議会介護給付費分科会（令和

６年 12月 23 日）にて、これらの特例措置が示され

て以降、詳細はまだ明らかにされていません。 

 令和７年度介護職員等処遇改善加算の申請に向け

て、最新情報をチェックしておきましょう。 

 
【厚生労働省「第 243 回社会保障審議会介護給付費分科

会（web 会議）資料」】 

https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_47059.html 

 

 
1 日 

○ 贈与税の申告受付開始＜３月１５日まで＞［税務

署］ 

10 日 

○ 源泉徴収税額・住民税特別徴収税額の納付［郵便

局または銀行］ 

○ 雇用保険被保険者資格取得届の提出＜前月以降に

採用した労働者がいる場合＞ 

［公共職業安定所］ 

17 日 

○ 所得税の確定申告受付開始＜３月１５日まで＞

［税務署］ 

※なお、還付申告については２月１４日以前でも

受付可能。 

28 日 

○ じん肺健康管理実施状況報告の提出［労働基準監

督署］ 

○ 健保・厚年保険料の納付［郵便局または銀行］ 

○ 健康保険印紙受払等報告書の提出［年金事務所］ 

○ 労働保険印紙保険料納付・納付計器使用状況報告

書の提出［公共職業安定所］ 

○ 外国人雇用状況の届出（雇用保険の被保険者でな

い場合）＜雇入れ・離職の翌月末日＞［公共職業安

定所］ 

○ 固定資産税・都市計画税の納付＜第４期＞［郵便

局または銀行］ 

※都・市町村によっては異なる月の場合がある。 

 

 

令和７年介護職員等処遇改善加算に 

おける特例措置について 

2 月の税務と労務の手続提出期限 

［提出先・納付先］ 


